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＜解説＞

抄録
新型コロナウイルスは，会話や咳の飛沫を介して感染が拡大する．そのため，感染拡大時に感染を
抑えるために人々が接触する機会を減少するかが課題となった．本稿では，2020年から2022年の前半
において，わが国において行われた感染拡大に対する公衆衛生対策として個人の感染予防策と社会全
体として接触機会を減らす対策としての緊急事態宣言の実際と教訓をまとめることである．政府とし
ては，対策全体の基本的な方針として基本的対処方針を示した．政府は，国民の共感が得られるよう
なメッセージを発出するとともに，状況の変化に対応した情報提供や呼びかけを行い，行動変容を進
める情報提供が方針とされた．個人の感染対策としては， 3 つの密の回避やマスクの装着などを求め
た．緊急事態宣言は，全国的かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼす事
態に発令され，外出自粛要請などが行われた．また，新型コロナウイルス発生後に緊急事態宣言の限
界を補うため法律改正により，まん延防止等重点措置が新たに追加された．これらの社会全体に対す
る対策は，本来は早めに始めて，短期間で解除することが望ましい．しかし，市民や政治の納得感が
得られるのはある程度病床が逼迫するといった問題が大きく認識されるようになってからということ
もあり，こうした措置が始められるタイミングは遅くなりがちであった．対策が遅れることで感染が
拡大するということになり，それからの措置では感染がある程度落ち着く，または重症者がある程度
減少して病床の逼迫が解除されるまでに数週間から数ヶ月単位となりえた．感染対策としての緊急事
態宣言や接触機会の減少は，社会にも大きな影響を与えた．例えば，経済面では，GDPの減少，飲食
宿泊業への影響が顕著であった．また婚姻数や出生数にも影響が及んだ．様々な政府による経済対策
に公費が投入された．これらがどの程度効果的に機能したかについては経済側からの評価ならびに教
訓のまとめが期待される．次のパンデミックや今後の新たな変異株の出現を見据え対策を継続して検
討する必要がある．しかしながら，医療や公衆衛生だけで検討ができるわけではなく，多分野で，そ
して様々な関係者，特に意志決定者である政治やその実施をする政府の関与が不可欠である．

キーワード：感染予防策，接触機会，緊急事態宣言，まん延防止等重点措置，社会経済への影響

特集：新型コロナウイルス感染症の教訓
　　　―パンデミックにいかに対峙し何を学んだか―
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I．感染拡大する場面や状況の特定

感染症にはそれぞれの感染経路があるが，パンデミッ
クのような世界的な感染拡大に至る感染症の場合には，
日常生活において呼吸器を介して感染拡大する場面や状
況がありえる．新型コロナウイルスの感染拡大が中国で
確認されて以降，そうした場面や状況がどういうところ
であるかを特定することはその後の公衆衛生対策を実施
する上でも重要とされた[1-2]．
新型コロナウイルス感染症が国内ではクルーズ船ダイ

ヤモンド・プリンセス号での大規模な感染として確認さ
れて以降，徐々に国内においても複数の感染拡大事例が
確認されるようになった．厚生労働省の中において，行
政と学術の専門家，そして地域との連携を行い，疫学調
査を統括し，みずからもデータを収集し，分析して，リ
スク管理のための提言をすることを目的として，集団の
感染者のことをクラスターと呼んだことにちなんで，厚
生労働省にクラスター対策班が設置された．情報の集約
により，政策的な判断につながることも期待された[3]．
クラスター対策班の組織体制として初期は，データ

チームとして，国立感染症研究所の接触者追跡とサーベ
イランスのチームと，北海道大学西浦博教授を中心とす
るデータ解析チーム，リスク管理チームは東北大学押谷
仁教授を中心として編制された．場所は，厚生労働省の
建物の内部に設置された[3]．
クラスターが発生した自治体の支援として，国立感染
症研究所の感染症疫学センターや実地疫学専門家養成
コースのスタッフが対応した．そこからのデータをもと
に，リスク管理チームは，クラスターの情報収集，可視化，
クラスターが起こる条件（環境，行動など）の解析，コ
ミュニケーションツールの開発としてリスク回避のため
のガイドライン作成など，自治体や保健所にクラスター
対策の説明などが行われた．データ解析チームは，二次
感染のハイリスク環境及び感染源などの共通項の探索や
二次感染の予防可能性の実証，感染者数の推定，流行の
予測などからスタートした．
2020年 3 月 9 日に専門家会議が開催され，クラスター

対策班が分析した内容に基づき，見解が示された．日本
の基本戦略として，「クラスター（集団）の早期発見・
早期対応」，「患者の早期診断・重症者への集中治療の
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充実と医療提供体制の確保」，「市民の行動変容」とさ
れた．また，「新型コロナウイルス感染症のクラスター
（集団）発生のリスクが高い日常生活における場面につ
いての考え方」が示された．図 1 に示すような場面が感
染リスクの高い場所として示された[4]．「ただし，こう
した行動によって，どの程度の感染拡大リスクが減少す
るかについては，今のところ十分な科学的根拠はありま
せんが，換気のよくない場所や人が密集する場所は，感
染を拡大させていることから，明確な基準に関する科学
的根拠が得られる前であっても，事前の警戒として対策
をとっていただきたいと考えています．」と記載された
[4]．これらは，後に国内では，総理官邸の広報担当者
が「 3 つの密（ 3 密）」という言葉を発案した（図 2）
[5]．海外へは3Cs（Closed spaces with poor ventilation，
Crowded places with many people nearby, Close contact 
settings such as close-range conversations）として発信さ
れた． 3密は，2020年の流行語の年間大賞となった．こ
うした概念が作られたのは自治体での詳細な調査と情報

共有のおかげであることも記しておきたい．こうした情
報が，行政だけでなく，アカデミアとクラスター対策班
にて連携されたことの成果と考えられる．また同時期に
は図 3 のようなポスターも作成され，啓発に用いられ
た． 3密という言葉はよく使われるようにはなったが，
市民にとってはどこが「 3 密」かということについての
理解が必ずしも進まないこともあった．そこから，クラ
スター事例をもとに，さらに政府として「 5 つの場面」
（図 4）というのを示した[6]．「飲酒を伴う懇親会」「大
人数や長時間におよぶ 飲食」「マスクなしでの会話」「狭
い空間での共同生活」 「居場所の切り替わり」での感染
が多いことを紹介した．

II．地域での感染の広がり

地域の中での感染拡大については，図 5 に示すように，
左から右へ感染が広がることが明らかとなった[7]．ク
ラスターとして特定されやすいのは，右側にある高齢者

1

図 1　新型コロナウイルス感染症対策専門家会議
「新型コロナウイルス感染症のクラスター（集団）発生のリ
スクが高い日常生活における場面についての考え方」

図 2　首相官邸　厚生労働省　3つの密を避けましょう！

図 3　新型コロナいま、拡げないために

図 4　感染リスクが高まる「 5 つの場面」

感染リスクが高まる「５つの場面」
場面① 飲酒を伴う懇親会等
● 飲酒の影響で気分が高揚すると同時に注意力が低下する。
また、聴覚が鈍麻し、大きな声になりやすい。

● 特に敷居などで区切られている狭い空間に、
長時間、大人数が滞在すると、感染リスクが
高まる。

● また、回し飲みや箸などの共用が
感染のリスクを高める。

で気分が高揚すると同時に注意力が低下する。

場面② 大人数や長時間におよぶ飲食
● 長時間におよぶ飲食、接待を伴う飲食、深夜のはしご酒では、短時間の食事に比べて、
感染リスクが高まる。

● 大人数、例えば５人以上の飲食では、大声になり飛沫が飛びやすくなるため、
感染リスクが高まる。

例えば５人以上の飲食では、大声になり飛沫が飛びやすくなる

場面③ マスクなしでの会話 場面④ 狭い空間での共同生活 場面⑤ 居場所の切り替わり
● マスクなしに近距離で会話をすることで、飛沫感染
やマイクロ飛沫感染での感染リスクが高まる。

● マスクなしでの感染例としては、昼カラオケなど
での事例が確認されている。

● 車やバスで移動する際の車中でも注意が必要。

● 狭い空間での共同生活は、長時間にわたり閉鎖空間が
共有されるため、感染リスクが高まる。

● 寮の部屋やトイレなどの共用部分での感染が疑われる
事例が報告されている。

● 仕事での休憩時間に入った時など、居場所が切り
替わると、気の緩みや環境の変化により、感染
リスクが高まることがある。

● 休憩室、喫煙所、更衣室での感染が疑われる事例が
確認されている。
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施設や医療施設である．症状が顕在化する者や，重症化
する者が多いこともあり，また，検査へのアクセスが比
較的得られ，感染が特定されやすい．一方でこうした場
面で感染拡大はある意味では「行き止まり」であり，こ
こからさらに感染が地域に波及するというわけではない．
つまり，こうした脆弱な人が感染しているということを
できるだけ抑えるには，図の左側にある見えにくいクラ
スターを抑えることが必要となる．地域の中において全
体的には，こうした見えにくいクラスターの代表的な場
面として，飲食の場面があげられる．これは，様々な人
の間や不特定多数が集まるような場面においての飲食が
マスクを外し，会話が長く行われるなどによって同席し
た人だけでなく，マイクロ飛沫とも呼ばれる小さな飛沫
が室内などにおいて充満することで大きなクラスターを
形成する．積極的疫学調査によって，特に夜間の飲食の
場面において感染が拡大しやすいことが指摘されるよう
になった．こうした知見をもとに，ソーシャルディスタ
ンスとしての接触機会の低減や，夜間の飲食などを避け
ることを感染拡大期においては求めるようになった．な
お，緊急事態宣言などの社会全体で感染を抑える介入は
こうした見えにくいクラスターを減らすことも目的とさ
れた．
保健所においては，積極的疫学調査が行われた．保健
所により，個人に対して，過去を振り返り行動からどう
いう場で感染をしたかと，発症の数日前から発症して保
健所が介入するまでの間にどういう人と接触したかにつ
いて問うことにより，感染の場の特定と感染拡大した可
能性のあるところへの対応が行われた[8]．

III．基本的対処方針

新型インフルエンザ等対策特別措置法においては，法

第十五条では，厚生労働大臣からの報告を受け，国は，
新型インフルエンザ等対策を総合的かつ強力に推進する
ため，新型インフルエンザ等対策本部（政府対策本部）
を設置し，法第十八条では，対策全体の基本的な方針を
示すこととしている[9]．

第 十八条　政府対策本部は，政府行動計画に基づき，新
型インフルエンザ等への基本的な対処の方針（以下「基
本的対処方針」という．）を定めるものとする．
2 　基本的対処方針においては，次に掲げる事項を定め
るものとする．
一　新型インフルエンザ等の発生の状況に関する事実
二 　当該新型インフルエンザ等への対処に関する全般
的な方針
三 　新型インフルエンザ等対策の実施に関する重要事
項

3  　政府対策本部長は，基本的対処方針を定めたときは，
直ちに，これを公示してその周知を図らなければなら
ない．
4  　政府対策本部長は，基本的対処方針を定めようとす
るときは，あらかじめ，第七十条の二の新型インフル
エンザ等対策推進会議の意見を聴かなければならない．
ただし，緊急を要する場合で，あらかじめ，その意見
を聴くいとまがないときは，この限りでない．
5  　前二項の規定は，基本的対処方針の変更について準
用する．

基本的対処方針の位置づけについて，同文書の中で次
のように示している[10]．「今後講ずべき 対策を実施す
るに当たって準拠となるべき統一的指針を示すものであ
る．地方公共団体は，本方針に基づき，自らその区域に
係る対策を的確かつ迅速に実施し，及び当該区域におい

見見ええややすすいいククララススタターー
●重症化する人が多い
●家庭や身近なつながりで追跡が可能
●地域での感染の広がりとしては行き止まり

見見ええににくくいいククララススタターー
●20〜50代など比較的軽症 ●様々な交流の場面
●人々の匿名性 ●多くの繁華街

●多様なコミュニティ（つながり）の存在（外国人、集団
生活、趣味など）

高高齢齢者者施施設設・・医医療療施施設設

学学校校・・幼幼稚稚園園ななどど

家家庭庭

家家庭庭職職場場

会会食食・・会会話話
歌歌唱唱ななどどのの交交流流

未
感
染

感
染
者

無症状
病原体
保有者

ココミミュュニニテティィ

ココミミュュニニテティィ

ココミミュュニニテティィ

図 5　地域で感染が広がるイメージ
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て関係機関が実施する対策を総合的に推進する責務を有
する．また，政府は，本方針に基づき，指定行政機関，
都道府県及び指定公共機関が実施する対策に関する総合
調整を行うことができる．」としている．度重なる改訂
を経て，令和 4 年（2022年） 7 月15日における基本的対
処方針は，65ページに及んでいる．
その中で，新型コロナウイルス感染症の対処に関する
全般的な方針としては， 5 つが示されている．⒈医療提
供体制の強化，⒉ワクチン接種の促進，⒊治療薬の確保，
⒋感染防止策，⒌オミクロン株の特徴を踏まえた感染防
止策である．公衆衛生対策としては 4 と 5 が関連する．
4感染防止策においては感染経路や 3 つの密の回避，
マスクの着用，さらには緊急事態宣言を発出し，法第45
条等に基づき必要な措置を講じることやまん延防止等重
点措置が含まれている．例えば，緊急事態措置区域及び
重点措置区域等において，飲食店の営業時間短縮，イベ
ントの人数制限，県をまたぐ移動の自粛，出勤者数の削
減の要請等の感染防止策を講じることが示されている．
また，緊急事態宣言の発出や解除の考え方が示されて

いる．「緊急事態措置は，国内での感染拡大及び医療提
供体制・公衆衛生体制のひっ迫の状況を踏まえて，全国
的かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大
な影響を及ぼすおそれがあるか否かについて，政府対策
本部長が新型インフルエンザ等対策推進会議基本的対処
方針分科会の意見を十分踏まえた上で， 総合的に判断す
る． なお，緊急事態措置区域を定めるに当たっては，都
道府県間の社会経済的なつながり等を考慮する」として
いる．
まん延防止等重点措置の実施の考え方については，「都

道府県の特定の区域において感染が拡大し，当該都道府
県全域に感染が拡大するおそれがあり，それに伴い医療
提供体制・公衆衛生体制に支障が生ずるおそれがあると
認められる 以下のような場合に，政府対策本部長が基
本的対処方針分科会の意見を十分踏まえた上で，総合的
に判断する．
・ 都道府県がレベル 3 相当の対策が必要な地域の状況に
なっている場合
・ 都道府県がレベル 2 相当の対策が必要な地域におい
て，当該都道府県の特定の区域において感染が急速に
拡大し，都道府県全域に感染が拡大するおそれがある
と認められる場合
・ 都道府県がレベル 2 相当の対策が必要な地域におい
て，感染が減少傾向であっても，当該都道府県の特定
の区域において感染水準が高い又は感染が拡大してい
るなど，感染の再拡大を防止する必要性が高い場合」
とされている[10]．
その後，オミクロン株の出現とともに病原性などが考
慮され，⒌オミクロン株の特徴を踏まえた感染防止策が
2022年 2 月 4 日及び 7 月14日のコロナ分科会提言を踏ま
えて追加された．この中では，「社会経済活動をできる
限り維持しながら，効果が高いと見込まれる対策を機動

的・重点的に取り組むことを旨として，次の感染防止策
に取り組むものとする」とされ，1．国民への周知等，2．
学校等，⒊保育所，認定こども園等，⒋高齢者施設，⒌
事業者についての方針が示された．
基本的対処方針の 3 章では，新型コロナウイルス感染

症対策の実施に関する重要事項としては次の様な項目が
含まれている[10]．

 1 ．情報提供・共有
 2 ．ワクチン接種
 3 ．サーベイランス・情報収集
 4 ．検査
 5 ．まん延防止
1）緊急事態措置区域における取組等
2）重点措置区域における取組等
3） 緊急事態措置区域及び重点措置区域以外の都道府
県における取組等

4）職場への出勤等
5）学校等への取扱い
6）その他共通的事項等
 6 ．水際対策
 7 ．医療提供体制の強化
 8 ．治療薬の実用化と確保
 9 ．経済・雇用対策
10．その他重要な留意事項

IV．実際の対応と教訓

 1 ．情報提供・共有
基本的対処方針において，「政府は，地方公共団体と
連携しつつ，以下の点について， 国民の共感が得られる
ようなメッセージを発出するとともに，状況の変化に即
応した情報提供や呼びかけを行い，行動変容に資する啓
発を進めるとともに，冷静な対応をお願いする．
・ 発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な情報提
供
・ 国民に分かりやすい疫学解析情報の提供
・ 医療提供体制及び検査体制に関する分かりやすい形で
の情報の提供．特に，感染状況が悪化し，医療提供体
制がひっ迫した場合には，その影響を具体的に分かり
やすい形で示すこと
・ 変異株についての正確で分かりやすい情報の提供」等
とされた[10]．
新型コロナウイルスが確認されて以降，諸外国からの
報告や，国内での知見を含めてどのような対策が必要で
あるかの政府の判断や，国民への説明が求められた．政
府の判断においては，厚生労働省新型コロナウイルス感
染症対策推進本部や，外部の専門家を交えたクラスター
対策班ならびに専門家会議（後にアドバイザリー・ボー
ドに改変），内閣官房や首相官邸など様々なチャネルが
関与した．
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ここでは筆者も関与をした専門家会議などにおける対
応を示す．厚生労働省には，新型コロナウイルス感染症
対策本部に新型コロナウイルス感染症対策アドバイザ
リー・ボード（以下，アドバイザリーボード）が設置さ
れ，2020年 2 月 7 日と10日に開催された．その後に，内
閣官房に設置された新型コロナウイルス感染症対策本部
の下に，新型コロナウイルス感染症対策専門家会議（以
下，専門家会議）に改組され， 2 月14日に初会合が行わ
れた．座長は，国立感染症研究所所長脇田隆字，副座長
は尾身茂であった．2020年の緊急事態宣言の発令やその
後のいわゆる第 1 波の収束において，専門家助言組織の
あり方について（責任範囲と役割の明確化）として，専
門家会議の有志により，「本来，専門家助言組織は，現
状を分析し，その評価をもとに政府に対して提言を述べ
る役割を担うべきである．また，政府はその提言の採否
を決定し，その政策の実行について責任を負う．そして，
リスクコミュニケーションに関しては政府が主導して行
い，専門家助言組織もそれに協力するという関係性であ
るべきである．」「こうして一定の役割の明確化が図られ
た専門家助言組織は，社会経済活動の維持と感染症防止
対策の両立を図るために，医学や公衆衛生学以外の分野
からも様々な領域の知を結集した組織とする必要があ
る．」と提言された[11]．
それを踏まえ，厚生労働省において， 7 月14日にア

ドバイザリー・ボード（座長脇田隆字）として，感染
状況の分析と評価を行う場として定期的に開催され
た． 7 月 6 日には，内閣官房において新型コロナウイル
ス感染症分科会（会長尾身茂，会長代理脇田隆字）とし
て，対策についての議論を行うべく経済界などの方も含
めた組織を議論する場として設置された．クラスター対
策班は徐々に厚生労働省の内部で情報収集ができる体制
となり，アカデミアは連携という形でデータ分析をアド
バイザリー・ボードに提供する形となった．
教訓としていくつか記す．日本は島国でもあることか

ら検疫での体制を強化することなどによって，国内への
流入などを制御できた．その間に諸外国での情報を得つ
つ，情報を市民や医療関係者などに提供・共有しつつ体
制整備なども含めて行うことができた．2020年の最初の
緊急事態宣言時などは，治療法もワクチンも確立してお
らず，諸外国からの悲劇ともいえる死亡者の増大などの
惨事が報道されるなどして国民の納得感も得て，厳しい
対策を行うことにも合意形成がされた．
長期化につれて，また，一時的に収束した状況におい

ては，楽観論などや，対策に対する反発ともいえる感情
があった．国内での対策が進まないことへの批判もあっ
た．感染状況の評価は厚生労働省にてアドバイザリー・
ボードが毎週開催されるなどによりだされた．しかし，
将来の予測は 2 週間から 4 週間程度の感染者数のupdate
などは示せたものの，波ごとの特徴が異なるなど不確定
要素が多く，インパクトともいえる医療や社会への影響
などの予測を示すことは困難であった．それでも複数シ

ナリオを限界を含めて，AIの活用を含めた多分野からの
解析を示すなどした．
感染拡大期においては，早い段階からの対策の呼びか
けが必要であったりしたが，結果的には医療の逼迫など
が明らかになるまで理解が得られないなども課題であっ
た．接触機会を減らすということは感染のつながりを絶
つためには有効な施策ではある．しかし，人の行動に依
存する対策であり，人々の関係性，さらには経済にも大
きく影響するためできるだけ短期間で，焦点を絞ったも
のであることが望ましい．諸外国ではロックダウンと
いった厳しい外出制限が行われ，中には罰金も課される
ことがあった．日本では個人に対して強制力はない．そ
うした状況において，できるだけ協力を得るためには，
政治からのメッセージや，必要性について説明するわか
りやすいデータを示すなどが必要であった．そうした中
で政治家が会食をしていたなどが明るみになるなどした．

 2 ．緊急事態宣言やまん延防止等重点措置
緊急事態宣言は，内閣官房の国会への報告に準
じて第 1 回（2020年 4 月 7 日から同年 5 月25日 ま
で），第 2 回（2021年 1 月 8 日から同年 3 月21日まで），
第 3 回（2021年 4 月25日から同年 9 月30日まで）行われた．
強い対策である緊急事態宣言やまん延防止等重点措置
などは，早めに出して，短期間で解除することが望まし
い．しかし，市民や政治の納得感が得られるのはある程
度問題が大きく認識されるようになってからということ
もあり，そうした措置が行われるタイミングは遅くなり
がちであった．遅れることで感染が拡大するということ
になり，そこからの措置では感染がある程度落ち着く，
または重症者がある程度減少して病床の逼迫が解除され
るまでには数週間から数ヶ月単位となりえた．解除の基
準を設定するにしてもワクチンが十分に得られない状況
においては，短い期間でリバウンドが起こることも生じ
たことから，次第に情報や対策についての市民の受け入
れが困難な状況があったと考えられる．
緊急事態宣言などにおいては，接触機会を減らしてい
ただくことでいったん拡大した流行を抑えるということ
が期待された．本来であれば接触機会などがモニターで
きればよいが，個人情報保護の観点からも日本では情報
の把握に難しさもあった．そのため，人流（じんりゅう）
とも呼ばれた繁華街の滞留人口をモニターすることが定
期的に行われた．図 6 に東京都の夜間の繁華街の滞留人
口と週あたり感染者数を示した[12]．クラスターの発生
の場面として，飲食をともなう場面で，特に夜間で飲酒
を伴うような場のリスクが高いことが特定された．その
ため20時以降の滞留人口に注目された．図 6 に示すよう
に，夜間滞留人口が増えるとその後に感染が拡大すると
いったことが見られている．特に，忘年会や歓送迎会な
どの時期が感染拡大の時期と重なることを経験した．緊
急事態宣言の発令が解除された直後は滞留人口が高まり，
再びリバウンドにつながることも経験した．
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筆者らは東京都を対象にしたアンケート調査において
（2022年 3 月 7 日から 9 日実施3124人），対面での飲酒
を伴う会合（自宅などのお店以外も含む）について問う

た．表 1 に労働者だけを対象にした分析結果を男女別に
年代別に示した．2021年10月から12月の比較的流行が落
ち着いていた時期とまん延防止等重点措置がでていた期

図 6　主要繁華街夜間滞留人口の推移：東京（2020年 3 月 1 日～2022年 8 月 6 日）

表 1　 対面での飲酒を伴う会合（自宅などのお店以外含む）東京都の市民を対象にしたアンケート調査(n=3142)　働い
ている人の結果を掲載　（％）

労働者 2021年10月から12月 2022年1月から2月 左記2つの期間の
0-1回の変化

左記2つの期間の
4回以上の変化1週間あたり 0-1回 4回以上 0-1回 4回以上

Total 78.4 7.2 83.8 5.0 +5.4 -2.2

男性20-29歳 69.5 8.2 71.7 8.6 +2.1 +0.4

男性30-39歳 72.1 10.8 78.4 7.0 +6.3 -3.8

男性40-49歳 75.7 9.2 83.9 5.9 +8.2 -3.3

男性50-59歳 80.3 6.3 86.3 3.7 +6.0 -2.7

男性60-69歳 79.2 7.9 83.8 6.5 +4.6 -1.4

女性20-29歳 69.1 10.0 76.4 7.3 +7.3 -2.7

女性30-39歳 84.5 4.2 87.3 3.8 +2.8 -0.5

女性40-49歳 83.3 6.4 88.2 3.4 +4.9 -2.9

女性50-59歳 88.7 3.3 93.4 1.4 +4.7 -1.9

女性60-69歳 89.6 1.5 95.5 0.0 +6.0 -1.5
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間との比較を行った．まん延防止等重点措置がでている
時期において週に0-1回であった人の数の割合は全体で
は5.4％増加していた．一方で週に 4 回以上という人に
おいては，全体では2.2％の減少にとどまり，男性の20
代ではほぼ変わらなかった．こうした行動の変化には，
地域性がある可能性がある．例えば地方都市においては，
より厳しい対応が求められ，人々の行動や店舗の営業自
粛の実施など大きく影響していた．本来であれば，こう
した会食頻度の高い人が様々な人と会うことによって感
染を拡げていることが想定されるため，回数の制限など
は対策の一案として考えられた．お店においてQRコー
ドなどを用いてなんらかの対策ができることも案として
はあがったが，実効的な形とはならなかった．しかしな
がら，将来的にはそれぞれの地域で特にまん延防止等重
点措置では協力金などを公費で支出していることから接
触機会の回数の多い人が減るような施策を検討しておく
必要がある．
緊急事態宣言においても，強制力が伴わないため，そ

の後に法令の改正などが行われ，緊急事態宣言およびま
ん延防止等重点措置ともに，営業時間の短縮要請に従わ
ない場合，宣言又は措置の対象である都道府県の知事は，
新型インフルエンザ等のまん延を防止するため特に必要
があると認めるときに限り，飲食店などに営業時間の短
縮命令などを出すことが可能となった．また，命令に際
して立ち入り検査も可能としていて，それを拒んだ場合
は過料も科されることとなった．

 3 ．感染対策による社会への影響
感染対策としての緊急事態宣言や接触機会の減少は社

会にも様々な面で大きな影響を与えた．例えば，経済面
では，日本のGDPは第一回目の緊急事態宣言の影響で，
2020年 4 月および 5 月は，2020年 1 月の水準から約10％
減少した[13]．特に飲食宿泊業においては，活動指数が
大きく低下し[14]，失業率も2020年において3％を超え
た[15]．さらには婚姻数の減少が2019年には60万件で
あったのが，2021年には50万件にまで減少した[16]．さ
らには出生数の減少も伴い，2019年には86.5万人であっ
たが，2021年には81.2万人と減少した．さらに．子供の
健康にも影響が及び2020年，2021年には小学生の肥満が
増加する傾向が指摘されている[17]．様々な政府による
経済対策に多額の公費が投入された．これらがどの程度
効果的に機能したかについては経済側からの評価ならび
に教訓のまとめが期待される．

V．おわりに

パンデミックは歴史としてはスペインインフルエンザ
に代表されるように記録や教訓が残されている．しかし
ながら，時代背景や医療技術の進歩などもあり，実際
に起きえることは多くの人が始めて経験することであ
る．社会のコンセンサスを得ることは容易ではない．ま

た，それぞれの政治であったり，リーダーの意見によっ
ても大きく影響される．事前に起こりえるシナリオを検
討して，それに備えることは有用ではあるかもしれない
が，シナリオ自体を作ることが困難である．今後も，パ
ンデミックや今後の新たな変異株の出現を見据え対策を
継続して検討する必要がある．しかしながら，医療や公
衆衛生だけでできることではなく，多分野で，そして様々
な関係者，特に意志決定者である政治やその実施をする
政府の関与が不可欠である．
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執筆者は，掲載時において，ファイザー株式会社の社
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